
平成２３年度　政府予算案（大阪府環境農林水産部関係）の決定内容
平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１　家電リサイクルの推進

・法の枠組みの中で回収や処分における

再生資源業者の活用


	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

　・今後とも機会あるごとに、国に対して働きかけを実施。

	

	２　一般廃棄物の再生利用に係る知事の

指定制度の創設

・都道府県単位でのリサイクルを推進するための適切な制度の創設


	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
　・今後とも機会あるごとに、国に対して働きかけを実施。

	

	３　河川整備と連携した流域レベルでの

ため池の治水活用

・「地域ため池総合整備事業」において、洪水調節機能の整備メニューへの追加


	◆概算要求の状況　農林水産省
○農山漁村地域整備交付金　(一部、地域自主戦略交付金（仮称）に移行予定）

(全)１,５００億円　（（H22当初）１,５００億円）

（地域自主戦略交付金(仮称)の事業メニューとして追加を検討中。）
	（全)1,408億円

（上記の内、1,090億円は地域自主戦略交付金(仮称)へ移行）

	

	４　地籍調査事業の推進

・「都市部官民境界基本調査」「都市再生

街づくり支援調査」の継続実施


	◆概算要求の状況　国土交通省
○都市部官民境界基本調査　

（全）1１．2億円　（（H22当初）7億円）


	（全）10.2億円

(うち、元気な日本復活特別枠分（全）３．９億円）

	

	
	○地籍整備推進調査費補助金（都市再生街づくり支援調査）
　（全）３．２億円　（（H22当初）4億円）
	（全）3.2億円

	

	５　自動車保有課税のグリーン化

　・地球温暖化対策の観点から、CO2排出量と税額が連動する仕組み（環境自動車税）の導入

	◆予算項目以外の状況
・平成23年12月16日閣議決定された、「平成23年度税制改正大綱」において、国税・地方税共通の検討事項として、「車体課税については、エコカー減税の期限到来時までに、地球温暖化対策の観点や国及び地方の財政の状況も踏まえつつ、当分の間として適用されている税率の取扱いを含め、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方向で抜本的に見直しを検討します。」と示された。

	

	６　豊能郡美化センターに係るダイオキシン類対策の推進

・美化センターの施設解体・撤去・無害化処理に対する特別交付税（ダイオキシン対策費）による財政的支援


	◆予算項目以外の状況
・現在、総務省において算定作業中。
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	７　森林計画制度における施業代行制度の創設
・放置された森林の健全な保全整備を進めるため、森林整備に対して地権者同意が得がたい森林を対象とした施業代行制度の創設


	◆予算項目以外の状況

　・国において、森林所有者自ら間伐施業を行い得ない場合に、所有者に代わって施業代行者が間伐を実施しうる制度の創設を検討中


	

	８　地方卸売市場への支援措置の拡充

・民営地方卸売市場に対するコールドチェーン等の施設整備など支援措置の拡充
	◆概算要求の状況　農林水産省
　○卸売市場機能強化対策事業（新規）

　　＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（市場拡大）国内市場活性化＞

（全）１０１百万円

　　・卸売市場の機能高度化に係る調査事業

　　　　（一貫したコールドチェーン体制の整備に係る調査）

　　・一貫したコールドチェーン体制の整備事業


	（全）86百万円

（全）19百万円

（全）31百万円
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・卸売市場の機能高度化を支援するための新たな融資制度に

　　ついて（平成23年度より措置）

　（㈱日本政策金融公庫　食品流通改善資金　卸売市場施設）

・平成22年10月に策定された第9次卸売市場整備基本方針を踏まえ、卸売市場が今後とも健全に発展し、生産者及び実需者双方のニーズに的確に応えていくため、市場関係者が卸売市場の機能高度化を図るために必要な資金を平成23年度より措置する。　　　


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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